
平成２８年度 組合等支援事業 

 

１．支援事業の概要 

組合等が抱える諸課題や人材育成等のため、以下の各事業により専門家等による助言を行

い、課題解決に向けての支援を本会が主催して実施するものであります（組合等に対し補助

金を交付するものではありません。）。 

 

（１）組合等活動支援事業 

区  分 内    容 

対象となる団体 組合等支援事業実施要領の４．①に記載した組合等 

事 業 の 概 要 

組合等が抱える諸課題の解決、あるいは人材育成のため、専門家等に

よる助言を行うことにより、課題解決に向けた支援を行います。 

一貫したテーマ(２．支援対象となる取組み(テーマ)の内容を参照。)

での取り組みにおいては、各種勉強会等の回数制限はありません。 

費用負担割合 
総事業費の２／３以内（岐阜県中央会 負担） 

総事業費の１／３以上（組合等 自己負担） 

本会負担の上限 
３００千円（総事業費４５０千円まで実施が可能。４５０千円を超過し

た費用は組合等の負担となります。） 

※テーマの下であれば、通常総会の際に実施される研修会等にもご活用いただけます。 

 

（２）青年部研究会事業 

区  分 内    容 

対象となる団体 組合等支援事業実施要領の４．②に記載した組合等の青年部 

事 業 の 概 要 

組合等の青年部組織が抱える諸課題の解決、あるいは人材育成のため、

専門家等による助言を行うことにより、課題解決に向けた支援を行いま

す。 

一貫したテーマ(２．支援対象となる取組み(テーマ)の内容を参照。)

での取り組みにおいては、各種勉強会等の回数制限はありません。 

費用負担割合 
総事業費の２／３以内（岐阜県中央会 負担） 

総事業費の１／３以上（青年部等 自己負担） 

本会負担の上限 
３００千円（総事業費４５０千円まで実施が可能。４５０千円を超過し

た費用は組合等の負担となります。） 

 

２．支援対象となる取組み（テーマ）の内容 

前記１．の各支援事業を受けることができる取り組みの内容（参考例）は次のとおりです。 

（１）商業・サービス業組合等が抱える諸課題への対処 

（２）各種連携組織によるものづくりや新分野への進出等への対処 

（３）地域の活性化や地域産品のマーケティング等の地域おこしへの対処 

（４）労働問題や労働力確保への対処 

（５）地域産業の活性化への対処 

（６）物流総合効率化法又は物流問題への対処 

（７）エネルギー環境問題への対処 

（８）情報化促進への対処 

（９）組合等の管理・事業運営、会計税務等の再検討、法律問題への対処 

（10）組合等が構成員を対象として実施する人材養成に係る研究 



（11）地域ブランド創出、地域団体商標登録についての諸課題への対処 

（12）経営管理、販売管理、経理、財務、労務、組織運営等に関する各種研究 

（13）青年経営者、女性経営者・役員等の資質向上を図るための研究 

＊上記以外でも、組合等において喫緊に求められる課題等をテーマに挙げていただいて構いませ

ん。 

 

３．支援事業（実施希望組合等）の募集・選考日程について 

実施希望申込受付開始    １月２６日（火） 

       ↓ 

実施希望申込締切    ２月２９日（月）必着 

       ↓ 

書 類 審 査    ３月１日（火）～ 

   ※ 実施希望申込書を審査（実施要領参照）し、支援対象組合 

     等の選定を行います。 支援対象組合等の選定 

       ↓ 

実施計画書の提出 

   ※ 選定した支援対象組合等に対し「実施計画書」の提出を依 

     頼し、本会の事業実施担当者（予定）とともに実施内容に 

     ついて精査・構築します。 

   計画書提出期限：３月 25 日（金） 

       ↓ 

事 業 開 始    ４月以降 順次（本会が主催して事業を開始） 

※応募の状況によっては、平成２８年度岐阜県中央会の事業予算と対比しながら、随時申込

みを受付けます。４月以降に実施希望申込みをされる場合は、本会にご相談下さい。 

 

４．支援事業に係る留意事項 

（１）４年連続で当事業に応募されますと支援対象組合に選定されない場合があります。 

（２）３年連続同一テーマで応募されますと支援対象組合に選定されない場合があります。 

（３）応募多数により総事業費が予算額を上回りそうな場合は、本会負担額の上限を変更する

場合があります。 

（４）当事業は、組合等が抱える諸課題等の解決に向け、岐阜県中小企業団体中央会が主催し

て実施します（組合等に対し補助金を交付するものではありません）。事業内容について

は、対象となる組合等と協議を行い、本会が事業の企画・立案をします。 


